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2 はじめに

◼ 第12回本検討会（2024年9月25日）において、変動性再エネ電源の取扱いについては、実需給が近づくにつれ
精緻になるFIT電源の発電予測量・発電量と特例発電BGの発電計画とが乖離し、市場の約定量や価格に影響を
与えうること※について、今後検討が必要としてたところ。

◼ また、第14回本検討会（2025年3月24日）において、火力電源以外の入札方法として、変動性再エネ電源等
の入札・登録情報としてどのような情報を求めるか、またThree-Part情報をどのように活用（適用）するかについて、
引き続き検討が必要とされた。

◼ 今回、現行制度における変動性再エネ電源の取扱いと昨今顕在化し始めている課題等を踏まえつつ、同時市場に
おいて変動性再エネ電源を取扱う仕組み、ならびにその場合の入札・精算の方法・課題について整理を行ったため、
ご議論いただきたい。

※ 時間前同時市場のSCUC・SCEDにおいて、実需給に向けて改善する出力予測に応じて、FIT電源の発電量を都度見直せると、より効率的に
市場取引できるようにも思えるものの、特例発電BG（ひいては電気の受渡し先の小売BG）にインバランスリスクが生じるという問題が発生する。



3 （参考） 中間取りまとめにおける変動性再エネ電源の取り扱い

出所）第12回 同時市場の在り方等に関する検討会（2024年9月25日）資料3より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/012_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/012_03_00.pdf


4 （参考） 変動性再エネ電源の入札方法（課題）

出所）第14回 同時市場の在り方等に関する検討会（2025年3月24日）資料3をもとに作成・一部加工
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/014_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/014_03_00.pdf
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7 現状の変動性再エネの取扱いと課題

◼ 変動性再エネ電源には、FIT電源・FIP電源・非FIT電源が併存しており、これらは大きく、インバランスリスクがない
（市場関係なく出力される）FIT特例①・FIT特例③（以下「FIT電源①③」という。）と、インバランスリスクがある
（市場統合されている）FIT特例②・FIP・非FIT（以下「FIP電源等」という。）に分類される。

◼ 本章では、まずもって変動性再エネ電源が現行制度（市場取引・市場外取引）でどのように取り扱われているのか、
また、昨今顕在化し始めている課題等についてお示しする。

出所）第4回あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会（2023年1月31日）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/004_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/004_04_00.pdf
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9 【FIT電源①③】 制度の概要（全体像）

◼ FIT制度において、再エネ導入促進のため、FIT電源①③の発電量（実績）については、買取義務者（FIT特例
①：小売電気事業者、FIT特例③：TSO）が、固定価格で全量買い取る仕組みとなっている。

◼ FIT特例①の場合、買取義務者（小売電気事業者）においては、自身の売電計画（自社供給、卸市場売り）
に関係なく、全量買取を義務付けられており、これをそのまま同時同量計画に反映するだけだと、買取義務者は常に
インバランスリスクに晒されることとなるため、買取義務者（小売電気事業者）はTSOからの計画配分（前日6時
再通知分）以降の当該FIT電源の変動に関する同時同量達成義務は免除される。また、当該FIT電源の計画
値と実績値の差分はインバランスとなるも、インバランス精算を回避可能費用（≒スポット価格）にて行うことで収支
を±0とする仕組みが設けられている。

◼ FIT特例③の場合、買取義務者（TSO）においては、計画配分（前日6時の再通知分）に従って、スポット市場
に売り入札を行うこととなっている。

◼ また、計画配分（再通知）以降の予測誤差に対しては、TSOがGC前に、下振れに備えた上げ調整力調達
（ΔkW確保：三次②）、上振れに備えた優先給電ルールでの出力制御を行い、GC以降の調整力運用（上げ
下げ調整）等により需給一致を行っている状況であり、この収支はFIT賦課金やインバランスリスク料で相償している。

FIT事業者
FIT特例①：
小売が買取義務者

FIT特例③：
TSOが買取義務者

TSO

同時同量
達成義務

下振れ時

なし

計画配分
（前日6時再通知） 計画配分（前日6

時再通知）に従って、
スポット市場で売電

計画配分以降のΔkW確保
＋GC以降の上げ調整

上振れ時
優先給電ルールでの出力制御

＋GC以降の下げ調整

インバランス
リスク

不足 インバランスになるが
回避可能費用で
精算（収支±0）

ΔkW（前日～GC）：FIT賦課金
上げ下げ調整：インバランス収支
（インバランスリスク料で補填）余剰



10 （参考） FIT特例制度における再エネ予測誤差

※ 現在は前々日から
前日6時に見直されている

出所）第7回需給調整市場検討小委員会（2018年11月13日）資料3より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/files/jukyu_shijyo_07_03.pdf

第3回本検討会
資料の再掲

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/files/jukyu_shijyo_07_03.pdf


11 【FIT電源①③】 制度の概要（同時同量達成義務）

◼ 通常であれば、発電事業者が発電（GC時の同時同量）計画を策定するところ、FIT電源①③を保有する事業者
に関しては、発電事業者自身で計画策定することなく、買取義務者（FIT特例①であれば小売電気事業者。FIT
特例③であればTSO。）が代行で計画策定することになっている。

◼ また、FIT特例①では、買取義務者（小売電気事業者）についても、FIT発電量の計画配分に対し、それ以降の
当該FIT電源の変動に関する同時同量達成義務は免除され、FIT特例③では、買取義務者（TSO）が卸電力
市場を通じた売電を行う。

◼ FIT発電量の計画配分については、 TSOから買取義務者に対し前日6時頃に行われており、これは取引量の多い
前日スポット市場で確実に売電すべく、前日スポット市場の締切（10時）を踏まえて設定※されている。

◼ また、計画配分以降の下振れ（予測誤差）に備え、TSOは前日需給調整市場で、三次調整力②としてΔkWを
調達しており、この締切時間（14時）については、再通知時間および調整力提供者の応札準備時間を踏まえて
設定されている。

※ 制度設計当時、時間前市場の取引量は十分でなく、計画上振れ時の売電（あるいは下振れ時の買電）が上手く行かない際の混乱が懸念された。

前日前々日

FIT通知

通知

16:00

再通知

6:00

買取義務者
（卸電力市場）

10:00

TSO
（需給調整市場）

17:00

スポット 時間前

三次②

14:00

TSOから買取義務者
に対し計画配分

計画配分以降の予測誤差
用の調整力（ΔkW）確保

GC当日

第3回本検討会
資料の再掲



12 

◼ FIT特例①計画配分が遅くなった場合、買取義務者は時間前市場や自社電源での調整が必要となり、制度設計
当時、時間前市場の取引量は十分でなく、大きな予測誤差が生じる場合には混乱が生じるおそれがあるとされた。

（参考） FIT特例①におけるBGの発電計画について

出所）第18回電力・ガス基本政策小委（2019年5月28日）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/018_04_00.pdf

※ 図は2019年時点のもの
であり、現在はFIT特例①
の通知時間が前々日から
前日6時に見直されている
ことや、常時BUの申込
時間が変更されていること
に注意。

第3回本検討会
資料の再掲

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/018_04_00.pdf


13 

◼ また、買取義務者の計画値と実績値の差分はインバランスとなるも、インバランス精算を回避可能費用（≒スポット
価格）にて行うことで収支を±0とし、また広域機関（費用負担調整機関）がインバランスリスク料（FIT賦課金）
を交付することでTSO収支への影響を相償する（実質的にインバランス精算単価にする）制度が設けられている。

【FIT電源①③】 制度の概要（インバランスリスク）

小売 or
TSO
（買取
義務者）

TSO
（インバランス

調整者）

JEPX
（スポット市場）

FIT事業者
計画値1350
実績値1500

1500

1500X

150（余剰インバラ）

150Y-1500Ｚ

1350 1350Y

広域機関
（費用負担_
 調整機関）

1500(X-Y+Z)

計画値
通知

電気、燃料

お金 (量×単価)

小売 or
TSO
（買取
義務者）

TSO
（インバランス

調整者）

JEPX
（スポット市場）

FIT事業者
計画値1350
実績値1200

1200

1200X

150（不足インバラ）

150Y+1200Ｚ

1350 1350Y

広域機関
（費用負担_
調整機関）

1200(X-Y+Z)

計画値
通知

不足インバランスリスク料計算は
Z=(W-Y)×1/8(発生率)より、
150Y+1200Z=150Wとなり、
実質的にインバラ精算単価となる

W:インバランス精算単価
X:FIT固定買取価格
Y:回避可能費用
≒スポット市場価格

Z:インバランスリスク料 余剰インバランスリスク料計算は
Z=(Y-W)×1/10(発生率)より、
150Y-1500Z=150Wとなり、
実質的にインバラ精算単価となる

収支は±0となる

収支は±0となる

【不足インバラ時】

【余剰インバラ時】

第3回本検討会
資料の再掲
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◼ FITのインバランスリスクについては本来、再エネ事業者が負うものであるが、固定買取制度の元、インバランス精算は
買取義務者となり、かつ、買取義務者の収支をゼロとする制度であることから、インバランスリスクは計画配分を行う
TSOが負っている状態となっており、本来の負担の在り方から、計画配分を行うTSOのインバランス精算の影響分を
補填すべく、インバランスリスク料という仕組みが整備されている。

（参考） インバランスリスク料による補填の仕組み

・当初は、年度毎の単価設定（平均）と
なっていたが、システム対応（2022.4）
により、30分コマ毎の算定が可能となった

・不足インバランスのみ発生時は
 インバランスリスク料＝（不足インバランス
単価ー回避可能費用）×発生率

・余剰インバランスのみ発生時は
 インバランスリスク料＝（回避可能費用－
余剰インバランス単価）×発生率

・また、マイナス値となっても可

出所）第30回 制度設計専門会合（2018年5月29日）資料6より抜粋
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/030_06_00.pdf

第3回本検討会
資料の再掲

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/030_06_00.pdf


15 【FIP電源等】 制度の概要

◼ FIP制度は、FIT制度と異なり発電量の固定価格での買取りではなく、スポット市場の売電収入と発電実績に応じた
補助金（プレミアム）を支給する、電力市場と連動した（市場統合された）再エネ導入支援制度となっている。

◼ そのため、FIP電源と非FIT電源で補助金有無の違いはあるが、再エネ事業者自身に、同時同量達成義務ならびに
インバランスリスクが存在する点では、通常の発電リソースと同様になる。

出所）第22回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2020年12月7日）資料2より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/022_02_00.pdf

第3回本検討会
資料の再掲

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/022_02_00.pdf
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前日 当日

BG

TSO

◼ また、前述の計画配分（前日6時再通知）以降、実際にどのような市場取引・市場外取引が行われているのか、
具体的には優先給電ルールに基づく再エネ出力制御（オフライン事業者には前日の17時頃、オンライン事業者には
実需給の2時間前頃に制御指示）がどのような仕組みで行われているのか、実態について深掘りを行った。

14時

翌日
計画

12時 15時 17時

時間前市場
開場

三次②
約定

再エネ等
前日制御指示

16.5時6時

FIT2回目
再通知

三次②
入札〆

三次②
約定

長周期
送受電量

算定

指示内容
順次送信

翌日バランス・
再エネ等制御量

および
対象事業者

決定

優先給電ルールに
基づく対応※

実需給GC

※対応開始・終了時刻はおおよその時刻

優先給電ルールに基づく再エネ出力制御について（１／５）

当日バランス・
再エネ等制御量

および
対象事業者

決定

実需給

2時間前

再エネ等
当日制御指示

10時

スポット
市場

三次②募集量
登録

STEP①

STEP②

STEP③-1 STEP③-2
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STEP① STEP② STEP③-1 STEP③-2

◼ 優先給電ルールに基づく再エネ出力制御は、前日に需給バランスを策定し、「電源Ⅲ※（火力等）」や「バイオマス」の
出力制御をした上で、なお、下げ調整力不足時に「変動性再エネ電源（自然変動電源）」の出力制御を実施する。

優先給電ルールに基づく再エネ出力制御について（２／５）

出所）第24回系統WG（2019年12月5日）資料1-4をもとに作成・一部加工
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/024_01_04.pdf

※ 厳密には“旧の電源Ⅲ”となるが、本資料においては便宜上、“電源Ⅲ”と表記する。

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/024_01_04.pdf
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STEP① STEP②

STEP③-1

STEP③-2

出所）第9回需給調整市場検討小委員会（2019年3月5日）資料2をもとに作成・一部加工
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/files/jukyu_shijyo_09_02.pdf

（参考） 変動性再エネ電源（自然変動電源）の制御量の決定プロセス

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/files/jukyu_shijyo_09_02.pdf


19 （参考） 送配電等業務指針 第174条

（下げ調整力が不足する場合の措置） 
第１７４条
一般送配電事業者は、前条の措置を講じても一般送配電事業者の供給区域の電気の余剰を

 解消できず、下げ調整力不足又は下げ調整力不足の発生するおそれがあると判断した場合には、次の各号の
 順位に従って同号に掲げる措置を講じる。 

一 一般送配電事業者及び配電事業者が調整力としてあらかじめ確保していない発電設備等について
次のアからウまでに掲げる方法（第３号から第５号 まで及び第７号に掲げる方法を除く。） 

  ア 火力電源等（出力制御が困難な電源及び下げ調整力不足の解消への効果が低い電源は除く。
以下同じ。）の発電設備等の出力抑制 

  イ 揚水発電設備の揚水運転 
  ウ 需給バランス改善用の蓄電設備の充電 
二 長周期広域周波数調整 
三 バイオマスの専焼電源（ただし、次号の地域資源バイオマス電源を除く。以下同じ。）の出力抑制 
四 地域資源バイオマス電源の出力抑制 
五 自然変動電源の出力抑制 
六 業務規程第１１１条に定める本機関の指示に基づく措置 
七 長期固定電源の出力抑制 

２ 一般送配電事業者は、前項各号の措置の実施に要する時間等を考慮した上で、配電事業者及び関係する
電気供給事業者に対し、実施に必要となる要請又は指令を行う。



20 優先給電ルールに基づく再エネ出力制御について（３／５）

※ 最低入札価格である0.01円/kWhで入札したとしても、同価格の売札量が買札量を上回った場合、
約定はプロラタ按分となり売れ残りが発生する（エリアプライス0.01円/kWhの時、発生している事象）

出所）FITインバランス特例制度①の運用方法の変更について（2019年12月）をもとに作成・一部加工
https://www.occto.or.jp/oshirase/sonotaoshirase/2019/files/191220_FIT1unyohenko.pdf.pdf

STEP①

◼ まず、計画配分（前日6時再通知）後のSTEP①（スポット取引～発電計画策定）において、FIT電源①③に
ついては、計画配分値を用いた発電計画の策定にあたり、買取義務者の自社供給分（FIT電源①の一部）以外
はスポット市場に入札（売電）することとなるが、前日スポット市場で売れ残った場合※、買取義務者は売れ残り分
を控除して同時同量計画を策定してもよい制度となっている。

◼ つまり、現行の制度上は、市場取引等を通じた前日計画の同時同量が達成されており、その後の再エネ上振れ等
がなかったとしても（再通知後の予測誤差がなかったとしても）スポット売れ残り分のFIT電源①③余剰は残存し、
市場外取引である優先給電ルールに基づく再エネ出力制御は発生し得る制度となっている。

◼ また、このときFIP電源等については、プロラタ按分で未約定（売れ残り）となった分について、相対等で他の売電先
を見つけない限り、同時同量計画に織り込めない（基本的に事業者自ら抑制する）制度にもなっている。

https://www.occto.or.jp/oshirase/sonotaoshirase/2019/files/191220_FIT1unyohenko.pdf.pdf


21 （参考） 自然変動電源の発電計画値

出所）FITインバランス特例制度①の運用方法の変更について（2019年12月）をもとに作成・一部加工
https://www.occto.or.jp/oshirase/sonotaoshirase/2019/files/191220_FIT1unyohenko.pdf.pdf

https://www.occto.or.jp/oshirase/sonotaoshirase/2019/files/191220_FIT1unyohenko.pdf.pdf


22 優先給電ルールに基づく再エネ出力制御について（４／５）

◼ また、発電計画策定後のSTEP②（優先給電ルールに基づく対応）における現行の処理フローは下図のようになり、
「①需給調整市場における前日市場の約定処理」が14～15時に実施され、その後、広域機関による「②長周期
広域周波数調整の組み合わせ処理」（以下「長周期組み合わせ」という。）があり、その後、各エリアのTSOによる
「③再エネ制御量の算出」と「④オフラインの再エネ事業者への制御指示」が実施されるフローになっている。

◼ この点、「②長周期組み合わせ」に関しては、昨今、複数エリアからの下げ調整力の申請数（按分処理数）増加に
伴い、処理時間増加が見込まれ、また、TSOが実施する③④といった部分は、出力制御量算出および対象事業者
の選定や、オフライン事業者への制御指示等、人間系による処理が必要な部分も多く（システム対応が難しい部分
も多く）、相当程度の時間とマンパワーが費やされている実態がある。

前日断面

処理フロー

14時 15時 16時 17時頃

①MMS約定処理
【最大60分】

②長周期組み合わせ
【30分＋α】

③再エネ制御量等算出
【60分】

④制御指示
【30分】

優先給電ルールに基づく対応
各処理時間によっては

予定時刻を超過する可能性広域的な再エネ出力制御量低減の仕組み

STEP②



23 （参考） 長周期組み合わせにおける按分処理

◼ 広域機関で実施している長周期組み合わせは、広域的な再エネ出力制御量低減の仕組みである。

◼ その中の一つの処理として、按分処理を実施しており、これは複数エリアで供給過多となる場合において、公平性の
観点から、両エリアからの申出量により、当該連系線の空容量を両者按分して活用するための計算処理であり、
2021年4月より開始している。

出所）第41回系統WG（2022年9月14日）資料3をもとに作成・一部加工
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/041_03_00.pdf

出所）第34回電力・ガス基本政策小委員会（2021年4月28日）資料5
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/034_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/041_03_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/034_05_00.pdf
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◼ 前述の市場外取引（優先給電ルール）を経て、最終的に再エネ出力制御指令（STEP③-1、③-2）に至った
日数※をエリア別にまとめたものが下表の通りとなる。（次頁に2023～2024年度実績あり）

◼ 基本的には、毎年度右肩上がりの傾向であり、今後の再エネ導入拡大に伴い、これらの処理頻度・負担については、
今後さらに拡大することが想定される。

2021年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

九州 21 15 3 1 ー 4 11 7 1 4 2 13 82

合計(月別) 21 15 3 1 ー 4 11 7 1 4 2 13 82

2022年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

北海道 ー 2 ー ー 1 2 ー ー ー ー ー ー 5

東北 5 9 ー ー ー ー ー ー ー ー ー 4 18

(東京) ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

(中部) ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

(北陸) ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

(関西) ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

中国 2 5 ー ー ー ー 2 ー ー ー ー 8 17

四国 4 6 ー ー ー ー ー ー ー ー ー 3 13

九州 17 7 ー ー 1 1 7 4 1 6 13 23 80

合計(月別) 28 29 0 0 2 3 9 4 1 6 13 38 133

優先給電ルールに基づく再エネ出力制御について（５／５） STEP③-1 STEP③-2

※ 実際に出力制御を実行した場合（前日指令なしで当日出力制御した場合を含む）の指令日数。
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2023年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

北海道 ー ー ー ー ー ー 2 ー ー ー ー ー 2

東北 5 4 2 ー ー ー ー ー ー ー ー 3 14

(東京) ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

中部 5 5 2 ー ー ー ー ー ー ー ー 2 14

北陸 5 5 2 ー ー ー ー ー ー ー ー 1 13

関西 ー ー 1 ー ー ー ー ー ー ー ー 2 3

中国 18 18 5 ー ー ー 4 1 1 2 5 8 62

四国 15 13 4 1 ー ー 2 ー 1 1 ー 5 42

九州 20 24 9 ー 1 6 24 15 3 4 8 22 136

合計(月別) 68 69 25 1 1 6 32 16 5 7 13 43 286

（参考） 昨今の再エネ出力制御指令日数※（2023～2024年度実績）

2024年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

北海道 1 1 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 2

東北 12 9 1 ー ー ー 2 2 ー ー ー 6 32

(東京) ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

中部 6 8 1 ー ー 1 2 2 ー ー 1 2 23

北陸 11 5 2 1 ー ー 1 1 ー ー ー 1 22

関西 6 10 4 ー ー ー 3 1 ー ー ー 6 30

中国 16 16 11 1 ー ー 6 4 1 1 1 10 67

四国 9 18 3 ー ー ー 3 17 ー 6 2 19 77

九州 15 21 11 ー ー 5 9 15 10 10 14 18 128

合計(月別) 76 88 33 2 ー 6 26 42 11 17 18 62 381

※ 実際に出力制御を実行した場合（前日指令なしで当日出力制御した場合を含む）の指令日数。
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27 市場外取引の課題①（FIP電源等の未活用 １／２）

【経済合理的行動に基づく前日スポット約定結果】

ポンプ等

供給過剰の場合、卸市場の約定価格
が安いため、調整電源・電源Ⅲ供給力
の差し替えやポンプ等による需要創出を
行うことが経済合理的

需要

（スポット前） （スポット後）

長期等

FIT

電源Ⅲ

発電

相対

需要 発電 需要

需要

長期等

FIT

相対

◼ 市場外取引（優先給電ルール）が発生するような需給状況においては供給過剰となっていることから、前日スポット
市場における約定価格は最低価格（0.01円/kWh）付近で約定されると想定され、このような場合、発電コスト
が少なからず生じる調整電源・電源Ⅲを有する事業者は、前日スポット市場から供給力を調達により、自身の調整
電源・電源Ⅲの供給力と差し替えることが経済合理的な行動になると考えられる。

◼ また、揚水発電や蓄電池を有する事業者は前日スポット市場からの買い入札によりポンプや充電を行うことで、安価
に供給力を蓄えることができ、約定価格が高いと考えられる時間帯に発電することで収益を得られることとなる。

◼ このような経済合理的な調整電源・電源Ⅲの差替やポンプ等が行われることで、前述の制度上発生しうるFIT電源
①③余剰や、未約定となるFIP電源等を減少させた上で、それでもなお供給余剰となる場合に、優先給電ルールに
よる下げ調整や電源Ⅲ・再エネの出力制御が行われることが制度上望ましいと考えられる。

FIP

FIP



28 （参考） 供給過剰時の前日スポット市場での経済合理的な行動

電源Ⅲ

発電コスト：10円/kWh

相対
需要

11円/kWhで
売電

電源Ⅲ
差し替え

調達コスト：0.01円/kWh

相対
需要

11円/kWhで
売電

100

支出：100×10＝1000
収入：100×11＝1100
合計：1,100ー1,000＝+100円

支出：100×0.01＝1
収入：100×11＝1100
合計：1,100ー1＝ +1,099円

スポット

【通常の電源Ⅲの電力売買】 【供給過剰時の電源Ⅲの電力売買】

◼ 通常、発電コスト10円/kWhの電源Ⅲを用いて、相対需要（100kWh）に供給（11円/kWhで売電）している
と仮定すると、発電事業者は、100円の利益を得ることができる。

◼ 他方で、供給過剰となり、前日スポット市場が最低価格付近で約定すると見込まれる場合、発電事業者は自身の
電源Ⅲを停止（差替）し、前日スポット市場から調達した供給力を相対需要に供給することで、発電事業者自身
の利益が最大化される。

100



29 市場外取引の課題①（FIP電源等の未活用 ２／２）

◼ 一方、優先給電ルールの実績としては、電源Ⅲ出力制御も一定程度発生している。（次頁に2022年度実績あり）

◼ この時、現行の優先給電ルールに基づく対応（STEP②以降）は、スポット取引～発電計画策定（STEP①）後
に行われることから、スポット取引を行いプロラタ按分で未約定（他の売電先が見つからず事業者自ら抑制）となった
FIP電源等について下げ調整・電源Ⅲ出力制御（ならびにポンプ等）に先んじて抑制される（未活用となる）
可能性が高まることを指す（言い換えると、下げ調整・電源Ⅲ出力制御をしておけば活用できたFIP電源等を抑制
している可能性があるという意味）。

【市場外取引（優先給電ルール）によるFIP電源等の抑制（未活用）イメージ】

需要

（スポット前） （スポット後）

長期等

FIT

電源Ⅲ

発電

相対

需要 発電 需要

需要
長期等

FIT

電源Ⅲ 相対

（優先給電ルール後）

発電 需要

ポンプ等

需要

長期等

FIT

相対

按分約定

電源Ⅲ
出力制御

需要創出

FIP FIP

FIP

FIP抑制
（未活用）

再エネ
出力制御

下げ調整・電源Ⅲ出力制御（ならびにポンプ等）に先んじて抑制される（未活用となる）可能性
（下げ調整・電源Ⅲ出力制御をしておけば活用できたFIP電源等を抑制している可能性）
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◼ 市場外取引（優先給電ルール）を経て、最終的に電源Ⅲ出力制御指令に至った日数を纏めたものが下表の通り。

◼ このうち、再エネ余剰が最も厳しい九州エリアでは年間の約50%の日数で電源Ⅲ出力制御が行われていた。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

4月 3 10% 8 27% 0 0% 0 0% 2 7% 0 0% 17 57% 18 60% 24 80%

5月 5 16% 15 48% 0 0% 0 0% 6 19% 0 0% 11 35% 16 52% 17 55%

6月 2 7% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 4 13% 4 13% 5 17%

7月 1 3% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 1 3% 2 6%

8月 7 23% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 1 3% 2 6%

9月 3 10% 1 3% 0 0% 0 0% 3 10% 1 3% 4 13% 4 13% 10 33%

10月 0 0% 1 3% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 15 48% 17 55% 23 74%

11月 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 3 10% 17 57% 18 60%

12月 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 8 26% 9 29%

1月 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 2 6% 0 0% 0 0% 8 26% 20 65%

2月 0 0% 1 4% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 8 29% 21 75%

3月 0 0% 10 32% 0 0% 1 3% 0 0% 2 6% 19 61% 21 68% 29 94%

年間 21 6% 36 10% 0 0% 1 0% 13 4% 3 1% 73 20% 123 34% 180 49%

【2022年度 電源Ⅲ出力制御日数】 左：出力制御日数 右：衆力制御日数／各月（年間）日数

（参考） 昨今の電源Ⅲ出力制御指令日数（2022年度実績）

出所）インバランス料金情報公表ウェブサイトの公表データから集計
 期間中の1日（48コマ）のうち1コマでも電源Ⅲ出力制御があれば1日としてカウント
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出所）第55回 需給調整市場検討小委員会（2025年4月15日）資料4より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/files/jukyu_shijyo_55_04.pdf

◼ また、市場外取引（優先給電ルール）の処理フローについては、相当程度の時間とマンパワーが費やされている。

◼ この点、第55回需給調整市場検討小委員会（2025年4月15日）において、実務対応が間に合わない場合の
対策が検討されており、優先給電ルールに基づいた広域的な再エネ出力制御方法の課題が顕在化しつつある
（現状、限られた時間のなか、出来ることが限られる）とも捉えられ、将来的な再エネ大量導入を踏まえた対応
（ex.同時市場における最適化処理）を考えていく必要もあるかといった提言がなされている。

市場外取引の課題②（実務上の困難）

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/files/jukyu_shijyo_55_04.pdf
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出所）第14回 同時市場の在り方等に関する検討会（2025年3月24日）資料7より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/014_07_00.pdf

◼ 前述の課題①（FIP電源等の未活用）については、前日以降の同時市場ロジック（SCUC）において、調整電源・
電源Ⅲについても市場計画電源（Three-Part情報を登録したプールスケジュール電源）として取り扱うことにより、
単価が高いと考えられる調整電源・電源Ⅲを出力制御した上で、FIP電源等含む変動性再エネ電源の出力制御が
行われる本来望ましい姿になる（課題①の解決が図れる）と考えられる。

◼ この点、第14回本検討会において、出力制御や混雑処理等といった安定供給の観点から、自己計画電源入札を
制限する考え方として、抑制対応が必要になる地点・時間に対して「一定の制約」を反映する方法を検討しており、
それらの仕組みと組み合わせることにより実現可能になると考えられる。

同時市場ロジック（SCUC）を活用した仕組み（１／３）

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/014_07_00.pdf


34 同時市場ロジック（SCUC）を活用した仕組み（２／３）

◼ また、前述の課題②（実務上の困難）についても、同時市場ロジック（SCUC）を活用することで、地域間連系線
（ならびに地内送電線）の制約を考慮した上で、最適な（≒再エネ出力制御が最小となる）需給バランスが算定
され、言い換えると、現行の「長周期組み合わせ（按分処理含む）」や「再エネ制御量算出（ノード単位での総量
算出まで）」が自動化されることから、課題②の解決が相当程度図れるとも考えられる。

◼ 加えて、優先給電ルールに基づく対応は、前日～当日における再エネ出力予測・需給バランス想定の変化に対して
も実施している（これにより不要となった出力制御指示の一部解除等を行っている）ことから、時間前同時市場の
SCUCロジックにおいても、実需給に向けて改善する再エネ出力予測に応じて、変動性再エネ電源の発電量を都度
見直せると、より効率的な市場取引と需給運用（三次②必要量低減・再エネ制御量最小化）が可能になるか。

出所）第12回 同時市場の在り方等に関する検討会（2024年9月25日）資料3より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/012_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/012_03_00.pdf
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前日前々日

FIT通知

（通知）

16時

買取義務者
（市場入札）

価格算定
（収支精算）

買取義務者の収支
±0となるよう精算

GC当日

同時市場ロジック（SCUC）を活用した仕組み（３／３）

再通知

前日同時市場 時間前UC市場①

再々通知①

時間前UC市場②

再々通知②

TSOから買取義務者
に対し計画配分

6時

【同時市場ロジック（SCUC）を活用した仕組みのイメージ】 ※再々通知や時間前同時市場の時間は一例

10時頃 17時頃

13時頃

4時頃

時間前UC市場③

0時頃 6時頃

買取事業者が
前日・時間前

同時市場へ入札

◼ 一方で、最新の再エネ出力予測値を同時市場ロジック（SCUC）に都度反映させるには、FIP電源等であれば、
インバランスリスク回避のため事業者の自発的な入札が期待されるが、FIT電源①③に関しては、TSOからの最新の
計画配分（再々通知）に基づき、買取義務者が入札（あるいは計画見直し）を行う必要がある。

◼ この点、買取義務者が都度の入札（あるいは計画見直し）に対応できるかの物理的な課題、ならびにFIT制度は
買取義務者の収支を±0とする（金銭的負担をかけない）制度であるため、買取義務者が都度の入札を行った際、
収支±0に対応できるかの金銭的な課題が存在する。

◼ 上記について、そもそも変動性再エネ電源について、各市場取引断面でどのようにThree-Part情報を取り扱うのか
含め、入札・精算の方法（対応可否）について整理を行った。

再々通知③

10時頃

回避可能費用やインバランスリスク料の算定
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37 変動性再エネ電源の入札方法（Three-Part情報の取扱い）

◼ FIT電源①③については、現状もスポット取引する際は、最低入札価格（0.01円/kWh）で入札していることから、
同時市場においても限界費用のみ最低価格（起動費・最低出力費用はゼロ）で入札することが考えられる。

◼ また、同時市場ロジック（SCUC）は系統制約を考慮することから、計算処理上はノード単位の売り入札が必要に
なる一方、買取義務者（特に特例①の小売）がノード単位で入札することは現実的ではないことから、現行同様、
買取義務者の入札はエリア単位で行い、ロジック内でTSOが把握する係数に合わせて分配する方法が妥当か。

◼ FIP電源等についても、基本的には上記と同じ方法にすることも一案だが、必要に応じてThree-Part情報のうち、
起動費・最低出力費用の項目活用や、ノード単位・エリア単位※の入札は選択可能とすることも考えられる。

FIT電源①③の入札（エリア単位）

ノード1 ノード2 ノード3

・DF1～DF3は各ノードの分配係数（Distribution Factor）、FIT設備量に応じて予めTSOが設定しておく方法等が考えられる。

【変動性再エネ電源の入札方法イメージ（下図はFIT電源①③の例）】

※ エリア単位で入札する場合、どのノードに分配するか、予めTSOと協議（申し合わせ）しておくことが必要か。

起動費 0

最低出力費用 0

限界費用 最低価格A

発電量 B

起動費 0

最低出力費用 0

限界費用 最低価格A

発電量 B×DF1

起動費 0

最低出力費用 0

限界費用 最低価格A

発電量 B×DF2

起動費 0

最低出力費用 0

限界費用 最低価格A

発電量 B×DF3



38 変動性再エネ電源の入札方法（前日以降の再エネ上振れ時）

◼ 前日以降に再エネ出力予測が上振れた際は、入札情報のうち発電量を更新（下図では前日50→時間前100）
することで、単価の高い電源の買い入札※（出力減）とマッチングすることが出来る。

◼ このとき、再エネ上振れで基本的には市場価格が低下する断面だと考えられ、FIP電源等にとっては前日予測精度
を上げようとするインセンティブ、単価の高い電源にとっては下げ調整に応じる対価が支払われる整合的な構図となる。

フル出力
100万kW

再エネ 6/7円 8/9円

0万円 200万円 200万円起動費

最低出力
20万kW

kWh単価

A B

9/10円

200万円

C D

50

フル出力
100万kW

0万円 200万円 200万円起動費

最低出力
20万kW

kWh単価

A B

200万円

C D

50

【再エネ出力予測が増加】

【前日断面】 需要=200[万kW]
再エネ出力予測50 [万kW]

【時間前断面】 需要=200[万kW]
再エネ出力予測=100 [万kW]

買い
入札

50

再エネ 6/7円 8/9円 9/10円

50万kWh

再
エ
ネ

同時
市場

電源
C50万kWh

×8円/kWh
=400万円

50万kWh

50万kWh
×8円/kWh

=400万円

【Two Settlementによる精算】

再
エ
ネ

同時
市場

電源
C

50万kWh

50万kWh
×7円/kWh

=350万円

50万kWh

50万kWh
×7円/kWh

=350万円

kWh価格:8円 kWh価格:7円

※ 時間前断面においても、「停止or最低出力～フル出力」まで市場計画電源として入札し続けることで、買い入札の構図となる。



39 変動性再エネ電源の入札方法（前日以降の再エネ下振れ時）

◼ 前日以降に再エネ出力予測が下振れた際は、入札情報のうち発電量を更新（下図では前日50→時間前0）
することで、単価の高い電源の売り入札※（出力増）とマッチングすることが出来る。

◼ このとき、再エネ下振れで基本的には市場価格が高騰する断面だと考えられ、FIP電源等にとっては前日予測精度
を上げようとするインセンティブ、単価の高い電源にとっては上げ調整に応じる対価が支払われる整合的な構図となる。

フル出力
100万kW

再エネ 6/7円 8/9円

0万円 200万円 200万円起動費

最低出力
20万kW

kWh単価

A B

9/10円

200万円

C D

50

【再エネ出力予測が減少】

【前日断面】 需要=200[万kW]
再エネ出力予測50 [万kW]

【時間前断面】 需要=200[万kW]
再エネ出力予測=0 [万kW]

50

50万kWh

再
エ
ネ

同時
市場

電源
C50万kWh

×8円/kWh
=400万円

50万kWh

50万kWh
×8円/kWh

=400万円

【Two Settlementによる精算】

再
エ
ネ

同時
市場

電源
C

50万kWh

50万kWh
×9円/kWh

=450万円

50万kWh

50万kWh
×9円/kWh

=450万円

kWh価格:8円 kWh価格:9円

※ 時間前断面においても、「停止or最低出力～フル出力」まで市場計画電源として入札し続けることで、売り入札の構図となる。

フル出力
100万kW

0万円 200万円 200万円起動費

最低出力
20万kW

kWh単価

A B

200万円

C D

50

売り
入札

再エネ 6/7円 8/9円 9/10円
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出所）第5回 あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会（2023年3月22日）資料4より作成・一部加工
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/005_04_00.pdf

（参考） 時間前同時市場における再エネ変動対応の売買

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/005_04_00.pdf


41 FIT電源①③の入札方法の取扱い（課題）

◼ 前述の通り、時間前同時市場ロジック（SCUC）を活用すれば、基本的には前日以降の再エネ変動分（上振れ・
下振れ）についても売買可能と考えられる一方、インバランスリスク低減インセンティブを有するFIP電源等と異なり、
FIT電源①③に関しては、TSOからの最新の計画配分（再々通知）に基づき、入札（あるいは計画見直し）を
行うといった買取義務者の新たな負担になり得ることをどのように考えるか。

◼ この点、FIT電源③であれば、買取義務者（TSO）にとり、三次②必要量低減や前述の課題（優先給電ルール
対応の限界）解決に寄与することから、FIT電源①に比べると負担が少ないとも考えられるか。

◼ 一方、FIT電源①については、買取義務者（小売）に対するインセンティブが直接的には存在しないことを考えると、
どのように取り扱うかが課題※となる。

◼ 以上の課題については、関連する審議会等におけるFIT電源①③の取扱いの検討状況を踏まえ、引き続き、検討
していくこととしてはどうか。

※ 2017年以降、基本はTSO買取になっており、固定買取期間（最長20年）を考慮すると、2036年頃には大宗のFIT電源①
は存在しなくなると思われるため、FIT電源①の取り扱いのみ現行のまま（前日再通知のみ）とするのも一案か。



42 

◼ FIT特例①計画配分が遅くなった場合、買取義務者は時間前市場や自社電源での調整が必要となり、制度設計
当時、時間前市場の取引量は十分でなく、大きな予測誤差が生じる場合には混乱が生じるおそれがあるとされた。

（参考） FIT特例①におけるBGの発電計画について

出所）第18回電力・ガス基本政策小委（2019年5月28日）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/018_04_00.pdf

※ 図は2019年時点のもの
であり、現在はFIT特例①
の通知時間が前々日から
前日6時に見直されている
ことや、常時BUの申込
時間が変更されていること
に注意。

第3回本検討会
資料の再掲

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/018_04_00.pdf
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44 FIT電源①③精算方法に関する課題（１／２）

小売 or
TSO
（買取
義務者）

TSO
（インバランス

調整者）

JEPX
（スポット市場）

FIT事業者
計画値1350
実績値1500

1500

1500X

150（余剰インバラ）

150Y-1500Ｚ

1350 1350Y

広域機関
（費用負担_
 調整機関）

1500(X-Y+Z)

計画値
通知

電気、燃料

お金 (量×単価)

小売 or
TSO
（買取
義務者）

TSO
（インバランス

調整者）

JEPX
（スポット市場）

FIT事業者
計画値1350
実績値1200

1200

1200X

150（不足インバラ）

150Y+1200Ｚ

1350 1350Y

広域機関
（費用負担_
調整機関）

1200(X-Y+Z)

計画値
通知

不足インバランスリスク料計算は
Z=(W-Y)×1/8(発生率)より、
150Y+1200Z=150Wとなり、
実質的にインバラ精算単価となる

W:インバランス精算単価
X:FIT固定買取価格
Y:回避可能費用
≒スポット市場価格

Z:インバランスリスク料 余剰インバランスリスク料計算は
Z=(Y-W)×1/10(発生率)より、
150Y-1500Z=150Wとなり、
実質的にインバラ精算単価となる

収支は±0となる

収支は±0となる

【不足インバラ時】

【余剰インバラ時】

◼ FIT制度は買取義務者の収支を±0とする（金銭的負担をかけない）制度であるため、前述のような買取義務者
が都度の入札対応を出来たとしても、収支±0に対応できるかといった金銭的な課題も存在する。

◼ ここでは再々通知含め、どのような精算方法とすればFIT電源①③買取義務者収支を±0とできるか検討を行った。



45 FIT電源①③精算方法に関する課題（２／２）

◼ FIT電源の計画値と実績値の差分はインバランスとなる※も、インバランス精算を回避可能費用（≒スポット価格）
にて行うことで、買取義務者の収支を±0とする仕組みが設けられている。

◼ この点、現行制度においても、厳密には「小売買取はスポット市場＋時間前市場価格の加重平均」、「TSO買取は
スポット市場価格」と異なっており、今回、新たな仕組みは、前日同時市場だけではなく時間前同時市場も活用した
仕組みとなるため、「前日および全時間前同時市場価格の加重平均」とした上でお金の流れについて確認した。

出所）第24回系統WG（2019年12月5日）資料2をもとに作成・一部加工
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/024_02_00.pdf

※ 厳密にはFIT電源③（TSO買取）はインバランスとはならないが、TSO内のお金の流れは同様であるため、合わせて確認を行う。

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/024_02_00.pdf


46 

◼ 回避可能費用単価（小売買取）については、小売全面自由化や市場価格との値差による転売益防止等の背景
から、インバランス料金と同様に市場価格連動とされた。

◼ また、小売事業者はスポット市場および時間前市場の両方を利用することから、旧インバランス料金の考え方と同様、
スポット市場価格と時間前市場価格の加重平均を用いることとなった。

◼ 回避可能費用単価（TSO買取）と考え方が異なるのは、FIT電源③（TSO買取）は、基本的には全量スポット
市場に売り入札を行う仕組みであるため、スポット市場価格のみになったと考えられるか。

（参考） 回避可能費用単価（小売買取）の考え方

出所）第12回新エネルギー小委員会（2015年6月24日）資料1をもとに作成・一部加工
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/pdf/012_01_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/pdf/012_01_00.pdf
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◼ 前日以降に再エネ出力予測が上振れた際（下図では前日50→時間前80→実需給100）、回避可能費用を
「前日および全時間前同時市場価格の加重平均」とした上で、インバランス精算を行うことで、買取義務者の収支が
±0になっている（金銭的負担をかけない）ことが確認できた。（合わせて従来通りのインバランスリスク料算定方法
を用いることで、TSOのインバランス精算影響分も補填されていることが確認できた）

変動性再エネ電源の精算方法（前日以降の再エネ上振れ時）

【再エネ出力予測が増加】

50

前日
同時市場

時間前
同時市場

前日
売り

時間前
売り

前日
売り

100

0

80

GC時
計画

余剰
インバラ

実需給
断面

FIT買取
100

FIT前日売り
50

交付金1,270円
=FIT買取額2,000円
ー回避可能費用762.5円
＋インバランスリスク料32.5円
（実績100×(回避可能
費用単価7.625円＋インバラ
ンスリスク料単価0.325円))

買取
義務者

市場

広域
機関

FIT前日売り収益
400円

FIT買取額
2,000円

TSO

余剰インバランス
20

インバランス精算120円
=余剰インバランス量20×

回避可能費用単価7.625円
ーインバランスリスク料32.5円

FIT時間前売り
30

FIT時間前売り収益
210円

FIT
事業者

【前提条件】
前日FIT予測値：50
前日同時市場価格：8円
時間前FIT予測値：80
（30を時間前売り）
時間前同時市場価格：7円
FIT実績値：100 
（20の余剰インバランス）
インバランス価格：6円
FIT固定買取価格：20円
回避可能費用単価：7.625円
インバランスリスク料単価：0.325円

電気 お金 (量×単価)

前日・時間前同時
市場価格の加重平均
（50×8円＋30×7円）
／（50＋30）

買取義務者の収支

収入 前日売り収益 400

時間前売り収益 210

交付金 1237.5

インバラ精算 152.5

支出 FIT買取額 2000

収支 ±0

（回避可能費用-インバランス価格）×（発生率）
＝（7.625-6）×20/100=0.325円

インバランス収支

収入 下げ調整収益
120

(=20×6)

インバランス
リスク料

32.5

支出 回避可能費用 152.5

収支 ±0



48 

◼ 前日以降に再エネ出力予測が下振れた際（下図では前日100→時間前80→実需給50）、回避可能費用を
「前日および全時間前同時市場価格の加重平均」とした上で、インバランス精算を行うことで、買取義務者の収支が
±0になっている（金銭的負担をかけない）ことが確認できた。（合わせて従来通りのインバランスリスク料算定方法
を用いることで、TSOのインバランス精算影響分も補填されていることが確認できた）

変動性再エネ電源の精算方法（前日以降の再エネ下振れ時）

【再エネ出力予測が減少】

50

前日
同時市場

時間前
同時市場

時間前
買い

100

0

80

GC時
計画

不足
インバラ

実需給
断面

FIT買取
50

FIT前日売り
100

買取
義務者

市場

広域
機関

FIT前日売り収益
800円

FIT買取額
1,000円

TSO

不足インバランス
30

FIT
事業者

【前提条件】
前日FIT予測値：100
前日同時市場価格：8円
時間前FIT予測値：80
（20を時間前買い）
時間前同時市場価格：9円
FIT実績値：50
（30の不足インバランス）
インバランス価格：10円
FIT固定買取価格：20円
回避可能費用単価：7.75円
インバランスリスク料単価：1.35円

前日
売り

前日・時間前同時
市場価格の加重平均
（100×8円-20×9円）
／（100-20）

（インバランス価格-回避可能費用）×（発生率）
＝（10-7.75）×30/50=1.35円

買取義務者の収支

収入 前日売り収益 800

交付金 680

支出 時間前買い支払 180

インバラ精算 300

FIT買取額 1000

収支 ±0

インバランス収支

収入 回避可能費用 232.5

インバランス
リスク料

67.5

支出 上げ調整費用
300

(30×10)

収支 ±0

電気 お金 (量×単価)

インバランス精算300円
=不足インバランス量30×

回避可能費用単価7.75円
＋インバランスリスク料67.5円

交付金680円
=FIT買取額1,000円
ー回避可能費用387.5円
＋インバランスリスク料67.5円
（実績50×(回避可能
費用単価7.75円＋インバラ
ンスリスク料単価1.35円))

FIT時間前買い
20

FIT時間前買い支払
180円
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◼ FITのインバランスリスクについては本来、再エネ事業者が負うものであるが、固定買取制度の元、インバランス精算は
買取義務者となり、かつ、買取義務者の収支をゼロとする制度であることから、インバランスリスクは計画配分を行う
TSOが負っている状態となっており、本来の負担の在り方から、計画配分を行うTSOのインバランス精算の影響分を
補填すべく、インバランスリスク料という仕組みが整備されている。

出所）第30回 制度設計専門会合（2018年5月29日）資料6より作成・一部加工
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/030_06_00.pdf

（参考） インバランスリスク料による補填の仕組み

・当初は、年度毎の単価設定（平均）と
なっていたが、システム対応（2022.4）
により、30分コマ毎の算定が可能となった

・不足インバランスのみ発生時は
 インバランスリスク料＝（不足インバランス
単価ー回避可能費用）×発生率

・余剰インバランスのみ発生時は
 インバランスリスク料＝（回避可能費用－
余剰インバランス単価）×発生率

・また、マイナス値となっても可

第3回本検討会
資料の再掲

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/030_06_00.pdf


50 FIT電源①③の精算方法の取扱い

◼ 前述の通り、同時市場ロジック（SCUC）を活用した仕組みとする場合、FIT制度の趣旨を尊重すると、FIT電源
①③買取義務者が都度の入札対応を行ったとしても、収支を±0とする（金銭的負担をかけない）必要がある。

◼ この点、回避可能費用を「前日および全時間前同時市場価格の加重平均」としてインバランス精算を行うことにより、
買取義務者の収支が±0になっている（金銭的負担をかけない）ことが確認できた。（合わせて従来のインバランス
リスク料算定方法を用いることで、TSOのインバランス精算影響分も補填されていることが確認できた）

◼ 上記により、FIT電源①③に関し、TSOからの最新の計画配分（再々通知）に基づき都度入札（あるいは計画
見直し）を行うのであれば、回避可能費用を「前日および全時間前同時市場価格の加重平均」としてインバランス
精算を行うことにより、買取義務者の収支を±0にする方向性が考えられるか。



51 目次

１．現状の変動性再エネの取扱いと課題

ー１．市場取引と市場外取引（優先給電ルール）の仕組み

ー２．市場外取引（優先給電ルール）の課題

２．同時市場における取扱いと課題

ー１．同時市場ロジック（SCUC）を活用した仕組み

ー２．入札方法に関する課題（物理的対応）

ー３．精算方法に関する課題（金銭的対応）

３ ．まとめ



52 まとめ

◼ 今回、現行制度における変動性再エネ電源の取扱いと昨今顕在化し始めている課題等を踏まえつつ、同時市場に
おいて変動性再エネ電源を取扱う仕組み、ならびにその場合の入札・精算の方法・課題について整理を行った。

【同時市場ロジック（SCUC）を活用した仕組み】

➢FIP電源等であれば自発的な入札を、FIT電源①③に関しては、TSOからの最新の計画配分（再々通知）に
基づき、買取義務者が入札（あるいは計画見直し）を行うことで、現行制度における課題解決ならびに効率的な
市場取引と需給運用（三次②必要量低減・再エネ制御量最小化）が可能になる

【変動性再エネ電源の入札方法】

➢FIT電源①③について、買取義務者の入札はエリア単位で行い、限界費用のみ最低価格（起動費・最低出力
費用はゼロ）で入札することが考えられる（ロジック内でTSOが把握する係数に合わせて分配）

➢FIP電源等について、必要に応じてThree-Part情報のうち、起動費・最低出力費用の項目活用や、ノード単位・
エリア単位の入札は選択可能とすることが考えられる

➢前日以降に再エネ出力予測が上振れ・下振れした場合は、入札情報のうち発電量を更新することで対応できるが、
このうちFIP電源等は事業者の予測更新の都度、FIT電源③は最新の計画配分（再々通知）の都度とすること
が考えられる一方、FIT電源①の取扱いについては、買取義務者（小売）に対するインセンティブが、直接的には
存在しないことを考えると、どのように取り扱うかが課題となる

【変動性再エネ電源の精算方法】

➢FIT電源①③に関し、TSOからの最新の計画配分（再々通知）に基づき都度入札（あるいは計画見直し）を
行うのであれば、回避可能費用を「前日および全時間前同時市場価格の加重平均」としてインバランス精算を行う
ことにより、買取義務者の収支を±0にする方向性が考えられる
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